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Ⅰ　は じ め に

　「どのような社会が人間をより幸福にさせるの
か」という素朴な問題は，これまで多くの人々の
頭を悩ませてきた古くて新しい問題といえる。多
くの学問分野がこの問題に取り組み，幸福に影響
を与える要因について分析を重ねてきた。
　人文・社会科学の分野では，1970 年代におい
て，心理学者の Brickman と Campbell や，経済
学者の Easterlin と Scitovsky が各種の調査から

「所得の高低と幸福の高低が国内においても国際
的に見てもほとんど相関しない」とする「幸福の
パラドックス」を提唱したことが意義深い。

（Brickman and Campbell 1971; Easterlin 1974; Scitovsky 
1976）これは，従来において支配的であった「富，
所得，財の上昇が，人間の福祉の向上や幸福感の
増大につながる」という信念に見直しを迫る研究
成果であった。
　図 1 は，ギャラップ世論調査（Gallup  World  Poll）
に基づき，世界各国の住民に対して自身の生活全
般に対する主観的な評価（Subjective Well-Being：
以下 SWB と略記）を尋ねたものである。図では，

「あなたは現在の（将来の）生活をどのように評
価していますか」という設問の回答結果に基づ
き，0（最悪）から 10（最高）までの 11 段階の選
択肢の内，7 以上と回答した回答者の割合を各国

本稿では，人々の幸福度に影響を与える要因を分析した過去の主な研究事例を取り上げ
る。特に，近年の日本における「家族・地域の変容」や「雇用の不安定化」の状況を鑑み，
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り，雇用環境や所得分配に代表されるように，地域の生活環境の格差も人々の幸福水準に
一定の影響をもたらしている可能性がある。現代に生きる我々は，hedonic  adaptation な
どの作用に対する認知上の歪みから，結果として非効率な時間配分を行っている側面があ
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が整えられる必要がある。人々の「主観的な幸福感」の指標のみならず，一定の基準に基
づいた「客観的幸福度」の指標を作成し，その推移と要因についての検証を深める事も，
将来不安の緩和に向けた方策の一つである。優れた幸福度研究は，より望ましい社会の構
築に向けた重要な知見を提供するものと言える。
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ごとに示している。
　一方で，図 2 では，2008 年における 1 人当た
り GDP の国際比較を示している。図 1 と図 2 を
比較すると，日本は，1 人当たり GDP で OECD
平均を上回っているにもかかわらず，SWB  の水
準が低い傾向にあることが読み取れる。アメリカ
も 1 人当たり GDP の高さほどには SWB の水準
は高くない。これも「幸福のパラドックス」の一
つの具体例と言える。
　経済学の分野では，幸福研究の成果をまとめた
Frey and Stutzer（2002）の Happiness and Economics
が，日本でも『幸福の政治経済学』として翻訳さ
れて大きな反響を呼んだ。
　同書によると，「戦後の経済学は『効用は基数
的には測定不可能』とするいわゆる『新厚生経済
学』の立場が主流となっていた」とある1）。しか
し，「心理学の分野で幸福の測定に関する研究が
大きく前進したこと」，あるいは「経済心理学な
どの新しい学問領域で，財に対する選好には認知
上の歪みがある点が，理論的・実証的根拠を伴っ
て示されるようになってきたこと」を背景に，「効
用の中身を測定することは可能であるし，測定す
べきだという動きが経済学の内部で生まれるよう
になった」としている2）。
　現在の日本では，雇用の非正規化や若者の就職

難も進行し，人々の将来に対する不安が高まって
いる。また，生活保護受給世帯の大幅な増加や貯
蓄を全く保有していない無貯蓄世帯の増加などが
生じており，格差の拡大や貧困の増大が重要な問
題として議論を引き起こしている。かつて経済学
者のアルフレッド・マーシャルが指摘したよう
に，極端な貧困や無知，そしてそこから生じる将
来不安は，人間が幸福な状態になる事を非常に困
難なものとする事は疑いない（Marshall 1945/1890）。
　もとより，多くの学問の究極の目的は，人間が
生きていく上での不安を和らげ，福祉を向上させ
る事にあるといえる。そのためには，幅広い視点
から「人間を幸福にするメカニズム」，あるいは

「人間を不幸にさせてしまうメカニズム」につい
ての検証を行い，そこで得られた分析結果を活用
しながら，状況の改善に向けた適切な方策の検討
がなされる必要があるといえる。幸福度に関する
研究はまさにこのような問題意識から出発してい
るといえる。
　本稿では，上記のような背景に基づき，人々の
幸福度に影響を与える要因について考察したいく
つかの興味深い研究事例を取り上げ，その概要と
政策含意について述べる。また，日本における

「家族の変容」や「雇用の不安定化」の状況を鑑
み，「家族との生活と幸福の関係」や「労働と幸
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図1　主観的なWell-Beingの国際比較

出所：OECD Factbook（2010：241）
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福の関係」に主に焦点をあて，人々の生き方・働
き方と幸福との関連性についてあわせて検証を行
うこととしたい。
　本章の構成は以下の通りである。
　Ⅱでは，過去にわが国や他の諸外国の研究成果
から得られた知見をもとに，幸福度研究でこれま
で明らかにされている内容を簡潔にまとめる。

「健康」「家族関係」などの諸変数は，多くの先行
研究で他の属性をコントロールしても有意な関係
が示されている実証研究が多い事を指摘する。ま
た，「所得」について言えば，本人や家族の所得
の絶対額だけでなく，他者と比較した「相対所
得」が幸福度（あるいは生活満足度）に対して一
定の影響をもたらしており，この事が「幸福のパ
ラドックス」を読み解く一つの糸口となっている
点を述べる。さらに，近隣の住民とのつながり
や，地域の生活環境が住民の幸福度にも影響を与
えることを示した研究例を示す。
　Ⅲでは，労働と幸福度との関係について分析し
た過去の実証研究の成果を取り上げる。複数の研
究で，失業者やパートタイム労働者など非正規雇
用の労働者の主観的幸福度が他の就業形態の人々
と比べて低くなっている傾向があり，労働の質が
幸福と密接な関係にある点を示す。
　最後に，Ⅳでは，本章のまとめと将来の幸福度

研究の展望について述べる。
　なお，本稿では「幸福度」（happiness  level）も

「生活満足度」（life  satisfaction  level）も人間の福
祉を測るうえでの主観的な価値判断の指標として
ほぼ同列に扱うが，厳密には両者の概念を明確に
識別する必要性を主張している文献もある3）。
　「生活満足度」と「幸福度」では，測ろうとし
ている内容に厳密な意味では差異があると考えら
れるが，現在もその定義について色々なレベルで
の論争があるため，本稿においては，基本的には

「幸福度」の要因を分析した分析事例を主体的に
取りあげつつ，「満足度」の要因を分析した事例
もほぼ同様に扱いながら考察していくこととす
る。

Ⅱ　幸福に影響を与える要因

　幸福に影響をもたらす要因はきわめて多様と言
えるが，本節では，まず Frey and Stutzer（2002），
Diener  and  Seligman（2004），Bruni  and  Porta

（2005），大竹・白石・筒井（2010）などのサーベ
イに基づきながら，「健康」「学歴・教育」「所得」

「家族，結婚」「隣人，地域」などの要因の効果に
ついての諸々の分析結果を概観する。

図2　一人当たりGDPの国際比較
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1　健　康

　健康状態が，日々の生活に対する満足度や幸福
感に影響を与える重要なファクターである事を示
した研究は多数存在しており，代表的なものとし
ては，Brickman, Coates and Janoff-Bulman（1978），
Easterlin（2003），Deaton（2008），筒井・大竹・
池田（2009）などの分析例を挙げることができる。
　Easterlin（2003）は，GSS（General Social Survey）
のデータを用いる事により，あらゆる年代で自身
の主観的な健康度と幸福感に密接な正の相関が見
られる点を指摘している4）。
　また，Brickman,  Coates  and  Janoff-Bulman

（1978）は，事故を経験した者と事故に遭遇して
いない一般の人々の幸福感を比較することによ
り，事故の経験者の方が統計的に見て幸福度が有
意に低くなる点を示している。同研究では，健康
状態が悪い人は，その状態に適応する adaptation
の能力により，時間が経てばこれまで減少してい
た幸福感も改善に向かう傾向を指摘している。し
かしながら，両下肢の麻痺のように健康の被害状
況が深刻であれば，状況に適応する事にも非常に
多くの時間が必要となる点があわせて報告されて
いる。
　そして，Deaton（2008）は，the  Gallup  World 
Poll の調査結果を用いた分析により，平均寿命の
上昇率（1990 年から 2005 年における変化率）が高
い国の方が，生活満足度（2005 年）が高くなる傾
向を指摘している。
　上記の分析結果を持ち出すまでもなく，身体や
精神の健康が幸福感に少なからぬ影響を与えてい
る事は，我々の普段の生活実感を考慮してもほぼ
間違いのないところである。また，運動，喫煙，
睡眠，食生活などの日々の生活習慣の影響も重要
である。大竹・白石・筒井（2010）では，1 日 10
本以上の喫煙習慣と幸福度に有意な負の相関が見
られる点を指摘している。
　さらに，「幸福度が高い国の方が，低い国と比
べて平均余命が長い」というように，幸福から健
康 へ の 逆 の 因 果 関 係 を 示 す 分 析 事 例 も あ る

（Hillerås, Herlitz and Winbland 1998）。

2　学　歴

　教育が個人の幸福感に与える影響を分析した研
究としてはオランダの Hartog  and  Oosterbeek

（1998）が挙げられる。この論文では，「教育，富，
健康が人々の幸福度にいかに影響するか」につい
て分析しており，1940 年代出生コーホートを対
象として，公教育の水準が健康，富，幸せに及ぼ
す影響について実証分析が行われている。
　推定結果によると，最も高いレベルで教育を受
けた層が最も高い幸福度を生み出しているわけで
はなく，教育の幸福感に与える効果は特に先進国
では限定的であるとの見方がなされている。
　Frey  and  Stutzer（2002）はこの原因を「知的
な人々が他の人々より高い願望（aspiration）を持
ち，自分にとって望ましい状態を常に上方へシフ
トさせる」点に求めている。上述した adaptation
の能力とここでの aspiration の概念は，「幸福の
パラドックス」を説明する上での鍵ともいえる人
間の重要な特性である。
　なお，これまでの研究の多くは，教育の質自体
には踏み込んでおらず，教育の内容そのものが，
個人の幸福感に与える影響を必ずしも捕捉できて
いないという問題がある。したがって，学生や子
どもが受けている「教育の質」についても考慮し
た幸福度研究が，わが国においても今後の重要な
分析課題となると言える。

3　所　得

　これまでの幸福度研究・満足度研究の重要な発
見の一つは，所得の絶対額だけでなく，他者と比
較した場合の「相対所得」がそれらの変数の重要
なファクターとなっている事を示した点にあると
いえる。
　古くには Duesenberry（1949）が提唱した「相
対所得仮説」があるが，この仮説を検証した分析
例として，ドイツの Ferrer-i-Carbonell（2005）の
研究が代表的である。同研究は，『ドイツ社会経
済パネル調査（GSOEP）』の個票データを用いた
推定により，「出生年」「居住地域」「教育年数」
において自分と類似した属性を持つ類似集団と比
較して自身の所得が高い場合に，有意に生活満足
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度が高くなるという点を示している。
　また，上記の先行研究と同様の問題意識を持
ち，「出生年」「居住地域」などにおいて自身と類
似した属性を持つ集団との相対的な所得格差が生
活満足度に与える影響を日本で実証的に考察した
研究に浦川・松浦（2007a）がある。パネルデー
タを用いた推定結果からは，「有配偶者の場合，
自分と類似した属性を持つ類似集団との相対的な
所得格差が，個々人の生活満足度に一定の影響を
与えている」点が示されている。特定のグループ
との相対格差が，主観的な幸福度・生活満足度に
重要な影響を与えており，「他者との比較」を行
うという人間の特性も，「幸福のパラドックス」
を解明する重要な手掛かりと言える5）。

4　家族，結婚

　所得の絶対水準や相対水準と同様，あるいは時
にそれ以上に，「家族との結びつき」が幸福に対
する重要なファクターとなっている。例えば，
Diener  and  Seligman（2004）では，最も重要な
対人関係として結婚と家族を挙げており，既婚者
は，未婚者や離婚者と比べて主観的幸福が高い点
を指摘している6）。
　また，Easterlin（2005）の分析では，既婚者（初
婚）の人々が結婚していない人々と比べて結婚期
間が長くなっても高い幸福感を有している点や，
離別経験者が結婚していない人々と比べて離婚時
期から期間がたっても幸福感が有意に低い点が見
られることを受けて，結婚から得られる幸福の増

加には持続性があり，適応（adaptation）によっ
て個人が元々持っていた基本的な幸福度レベル

（set  point と呼ばれる）にすべて回帰するわけでは
ないという興味深い指摘をしている。Frank

（2005）も，家族や友達との交流によって得られ
る幸福は，奢侈品などの購入によって得られる幸
福と異なり，持続性がある点を強調している。
　著者が過去に行った満足度に関する研究におい
ても，上記の研究と同様の結果が得られており，
その一部を紹介したい。橘木・浦川（2006）では，
家族間の交流の程度と生活満足度の関係について
検証を行っており，「家族間の交流の欠如」が，
所得などの他の重要変数を制御しても，生活満足
度に対して有意に負の影響を与える点を示してい
る。
　表 1 は，国立社会保障・人口問題研究所が
2003 年に実施した『社会生活基本調査』のデー
タに基づき，世帯所得によってサンプルを貧困層
と非貧困層に分割した上で，家族間の交流の程度
の違いによって平均生活満足度を算出したもので
ある（貧困線は等価世帯所得［e＝0.5］の中央値の
50％に設定しており，相対的貧困の概念を用いてい
る）。
　表 1 を参照すると，貧困層の生活満足度は，非
貧困層と比べて有意に低い。また，貧困層の方
が，［家族との外食］［家族との旅行］の双方にお
いて，非貧困層より交流が少ないことがわかる。
すなわち，貧困層は低所得のために，「外食」「旅
行」といった家族間の交流が十分でない割合が高

表 1　家族とのコミュニケーションと生活満足度（貧困層・非貧困層別）

貧困層 非貧困層

生活満足度 N 生活満足度 N

［家族との食事］
月に 1 回超 3.701 75（39.8％） 4.314 771（58.1％）
月に 1 回以下 or 全くない 3.150 113（60.2％） 3.509 556（41.9％）

比率差　－ 0.183＊＊＊

［家族との旅行］
年 1 回超 3.852 54（30.2％） 4.399 664（50.2％）
年 1 回以下 or ほとんど旅行しない 3.185 135（69.8％） 3.549 660（49.8％）

比率差　－ 0.200 ＊＊＊

注：＊＊＊，＊＊，＊はそれぞれ 1％，5％，10％水準で比率差が有意であることを示す。
出所：橘木・浦川（2006：321）
データ出所：『社会生活基本調査』（2003）
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い。
　しかしながら，貧困ライン以下でも，「家族と
の外食が月に 1 回超」である者が 39.8％，「家族
との旅行が年に 1 回超」である者が 30.2％存在し
ている。そして，これらのサンプルの生活満足度
は，非貧困層で「家族との外食が月に 1 回以下
or まったくない」，あるいは「家族との旅行が年
1 回以下 or ほとんど旅行しない」というサンプ
ルよりも平均生活満足度が高い。すなわち，家族
間の交流が活発な低所得世帯が，経済的には貧し
くなくとも家族間の交流がほとんど無い世帯より
も，生活満足度が上回るというケースが存在して
いる。
　上記の研究が示すように，家族との結びつきは
生活満足度や相対的な剝奪感と関連性が強いので
あり，貧困の緩和に向けた政策では，低所得層へ
の経済的な所得補助だけでなく，家庭状況を考慮
し，住環境や保育・教育環境の改善も視野に入れ
た包括的な取り組みが必要と言える。

5　隣人・地域

　また，家族との関係に加え，近隣の住民との
ネットワークや近隣の生活環境がどのような特徴
を持っているかも，そこで暮らす地域住民の幸福
感と密接に関連している事が明らかにされている

（Berkman and Kawachi 2000）。
　地域の住民同士のつながりやそれを促進する制
度・組織のレベルを包括的に計測する指標として
は，ロバート・パットナムが提唱したソーシャ
ル・キャピタル（以下，SC と略す）が幅広く活用
されている。Putnam（1993）の概念にしたがうと，
SC とは，主に「人々の協調行動を活発にするこ
とによって社会の効率性を高めることのできる

「信頼」「互酬性の規範」「ネットワーク」といっ
た社会組織の特徴」として定義される概念であ
り，指標の具体的な作成には様々な方法論があ
る。
　Putnam（2001）は，SC が高い地域は，そうで
ない地域よりも幸福度が高い点を主張しており，
公衆衛生の分野では，地域の SC と健康との関係
を分析した研究が多数蓄積されている。（Kawachi 
et al.  1997;  Kawachi  and  Kennedy  2002;  Helliwell 

2003; 近藤 2007）例えば，Kawachi,  Subramanian 
and Kim （1997）では，ソーシャル・キャピタルの
水準が高い地域において個人の健康レベルや平均
寿命が高まるという実証結果を示している。
　先述の通り，健康な状態と幸福感は密接に関連
しあっているので，SC から健康，健康から幸福
への経路を通じて，近隣の人々とのネットワーク
の充実は幸福度の増加にも一定のプラスの影響を
もたらしていると考えられる。
　さらに，地域の生活環境という事で言えば，地
域の所得がどのように分布しているか──いわゆ
る地域内の所得格差の水準──も住民の幸福度に
影響を与える重要なファクターとして注目されて
おり，Alesina, Di Tella and MacCulloch（2004）は，
地域内の所得格差と地域住民の幸福度についての
検証を欧米のデータを用いて行った非常に特徴的
な研究と言える7）。具体的には，ヨーロッパ諸国
では，低所得層や政治的にリベラルな思想を持つ
層は，地域の所得格差の拡大に対して幸福感を減
少させる傾向にある点が示されている。
　わが国でも Oshio,  and  Kobayashi（2010）が
Alesina, Di Tella  and MacCulloch（2004）の研究
と同様の問題意識によって地域内所得格差と住民
の幸福度の関係についての検証を行っている。主
観的健康度に与える影響も注視した二変量順序プ
ロビットでの推定結果によると，都道府県別ジニ
係数は，幸福感，健康意識のいずれにおいてもマ
イナスで有意となっており，所得格差が大きな地
域に住んでいると，幸福感，健康意識ともに悪化
することが確認されている。
　さらに，同研究では，性別や年齢，所得，就業
上の地位など主要な属性にサンプルを分けて，幸
福感や健康意識の所得格差に対する感応度を比較
しており，パートや派遣労働者などの非正規雇用
者，あるいは失業者の幸福感や健康意識は，正規
雇用者あるいは労働市場から退出した者（引退者
や無業の専業主婦など）に比べて格差に対する感
応度が高めになっているという重要な事実を指摘
している。すなわち，小塩（2009）で述べられて
いるように，「自分の雇用状態が不安であれば，
それ自体が幸福感や健康意識にマイナスに作用す
るだけでなく，自分が居住する地域の所得格差に



10 No. 612/July 2011

より敏感になる」8）という側面がみられる。
　ここでの研究成果は，地域の生活環境に加えて
働き方の格差が住民の幸福にマイナスの影響をも
たらす可能性を実証している点で意義がある。
Judge and Watanabe（1993）の分析等に見られる
ように，仕事・職場から得られる満足度・幸福感
は，生活全体の満足度・幸福感とも密接に関連し
ており，雇用不安が高まる日本においては，労働
のあり方と幸福の関係の検証の重要性が高まって
いるといえる。そのため，次節においては，労働
と幸福の関係について考察した実証研究の成果を
中心に見ていくこととする。

Ⅲ　労働と幸福

　この節では，前節の問題意識に基づき，Frey 
and Stutzer（2002），Diener and Seligman（2004），
大竹・白石・筒井（2010）などのサーベイに依拠
しつつ，「労働と幸福度との関係」について分析
した過去の実証研究の成果を取り上げていく。
　まず，労働と幸福度との関係について直接に取
り上げた日本の研究として，佐野・大竹（2010）
を挙げることができる。この研究は，大阪大学
COE が 2004 年から 2006 年の間に実施した 3 つ
の調査──「大阪大学 COE 月次データ」「くらし
の好みの満足度についてのアンケート（日本版）」

「くらしの好みの満足度についてのアンケート
（米国版）」──を用いることにより，労働状態と
幸福度との関係についての包括的な検証を行って
いる。
　日本のデータを用いた計量分析によると，「男
女とも，30 歳から 49 歳のいわゆる壮年期の失業
が幸福度を引き下げている」という結果が得られ
ており，アメリカのデータを用いた推定結果にお
いても，失業と幸福との間に負の相関が見出され
ている。
　Helliwell（2003）も，失業と幸福の関係を分析
しており，貧しい国に比べて裕福な国の方が，失
業が幸福に与える負のインパクトがむしろ高いと
いう興味深い実証結果を報告している。裕福な国
では，一般的にはより豊かな社会保障制度が整備
されているが，それでも失業に与える影響が大き

くなるのはどういう理由からであろうか。同研究
では，失業が幸福度を引き下げる要因は，労働所
得の減少を通じて生活に必要な財の獲得が困難に
なるという現実的な不安はもとより，自尊心や生
きがい・やりがいが失われるといった精神的なダ
メージにもよるところが大きいと推測している。
また，Frey  and  Stutzer（2002）は，仕事を持つ
事が強い社会規範となっている国・地域において
は，失業がより人々にとって深刻な重みとなる側
面があることを指摘している9）。
　ここで就業している者についても，「就業形態」
や「職業」「企業規模」といった実際のステータ
スから労働と幸福度との関係についてどのような
事が言えるかを検討する。
　先述の佐野・大竹（2010）の分析によると，単
純な記述統計でみた場合は，日本では，公務員の
幸福度が高く，自営業やパート労働者は，失業者
に比べると幸福度が高いが雇用者（被雇用者）や
非労働力の者に比べて幸福度が低くなっている点
が示されている。さらに，職業別では，管理職や
専門職の幸福度が他の職業と比べて幸福度が高
く，企業規模については，勤務先の企業規模が大
きくなるにつれて幸福度も高くなるという関係が
見られる。様々な変数を制御した計量分析の結果
においても，男性については，大企業や管理職の
幸福度が有意に高い点が示されている。
　昨年の 2010 年 12 月において，基盤研究 A「幸
福感分析に基づく格差社会是正政策と社会保障改
革」（研究代表者：橘木俊詔教授）の下で実施され
た『地域の生活環境と幸福感についてのアンケー
ト調査』を著者が分析した結果によると，回答者
の「不幸」の決定要因について言えば，佐野・大
竹（2010）と比較的類似した傾向が見られること
がわかった。
　具体的には，30 代～60 代で学生を除いた 9502
名を対象として“不幸関数”をロジットモデルで
推定した結果により，「正規雇用ダミーをリファ
レンス・グループとして，男性女性ともに，無業

（失業も含む）ダミー，非正規雇用ダミー，現業ダ
ミーがプラスに有意，専門職ダミーがマイナスに
有意」との推定結果を得ている（雇用形態以外の
説明変数として，世帯所得，年代，居住地域，家族
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構成，学歴に関するダミー変数が制御されてい
る）10）。
　ここでの非説明変数の「不幸」とは，「全体と
して，あなたは普段どの程度幸福だと感じていま
すか。0（非常に不幸）～10（非常に幸福）から最も
近いものを 1 つ選んでください」という設問の回
答結果において，0～3 を選択した回答者に 1，そ
うでない者に 0 を与えるダミー変数である。
　なお，図 3 では，アンケート対象者の幸福度に
ついて都道府県別に比較したグラフを示してい
る。地域ブロックごとにはっきりとした傾向が見
られるわけではないが，総じて東北，中国，九州
などの地方において幸福度が低い傾向が見られる
ことがわかる。
　幸福度の地域間格差についての検証を行った筒
井（2010）では，多重比較分析を行うことにより，
都道府県ごとの幸福度の違いのかなりの部分が職
業，学歴，家族構成などの個人属性の違いによっ
て説明されるとしている。
　これらの分析は，地域間の幸福度格差が，地域
の人的資本や物的資本の状況，あるいは産業構造
や人口構造の差異によってその大部分が説明可能
であり，計測困難な地域固有の要因によって生じ
ているわけではないことを示唆するものとして価
値が高い。ただし，地域の雇用環境，教育環境
が，地域住民の学歴や職業に大きな影響を与えて
いる側面があるという事実があるため，高い学歴
や安定した雇用形態を達成する確率が地域間で有

意に異なる状況があれば，その部分は単純に個人
の要因とみなさず，あくまで地域要因として捉え
る視点も必要と考えられる。
　ここで，佐野・大竹（2010）や著者の分析結果
に立ち戻り，回答者の就業形態や職業が幸福度あ
るいは不幸度に影響を与える事の理由について考
察することとする。
　仕事と幸福度・満足度との関係性を検証した
サーベイ研究である Warr（1999）によると，や
りがいがあり満足度が高い仕事には，「仕事に対
する裁量性がある」「上司が面倒見がよい」「給与
が高く福利厚生がしっかりしている」「仕事のス
キルや技量を磨く機会が与えられている」「身の
安全が確保されている」などの特徴がある点を指
摘している11）。
　すなわち，非正規雇用の方が，正規雇用に比べ
て幸福度が低くなる傾向が見られる事の背景に
は，上記で述べられているような「仕事の裁量
性・安定性」などの要因が少なからず関係してい
ると考えられる。
　表 2 は，厚生労働省の『平成 19 年就業形態の
多様化に関する総合実態調査』に基づき，労働者
に適用される諸制度が就業形態によって相当格差
が生じている事実を示したものである。
　表 2 から明らかなように，パートタイム労働者
の約 6～7 割は，被用者向けの公的医療保険や厚
生年金に加入しておらず，約半分が雇用保険にも
加入していない状況である。医療保険には国民健
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図3　47都道府県別に見た地域住民の幸福度
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康保険，公的年金には国民年金の制度があるの
で，最も大きな問題は雇用保険であろう。表が示
すように，日本の雇用保険制度は，本当の雇用不
安層を十分にカバーできていない。また，現状で
は，非正社員から正社員への転換制度もほとんど
整備されていないという問題がある。
　これまでの研究成果によれば，失業による幸福
度へのマイナスの効果を社会保障制度は十分に緩
和しないとする見方もある。例えば，Veenhoven

（2000）は，社会保障給付の水準は，国民の幸福
度とさほど関連性が無い点を主張している。
　しかし，その一方で，雇用の安定性が仕事の満
足度に有意な影響を与える事を示唆する推定結果
がいくつかの先行研究で示されており，仕事，職
業に対する満足感が，幸福や生活全般の満足度を
形成する重要なファクターとなっている事を示す
研究も見られる点を強調したい（Judge and Watanabe 
1993）12）。
　従来の経済学では，労働を苦痛ととらえ，これ
を効用に対してマイナスの影響を与えるものとし
て議論を展開することがしばしば行われてきた
が，一連の労働と幸福に関する研究成果を考慮す
ると，労働が一律に不効用を生みだすという前提
に対しては何らかの見直しが迫られているといえ
る。
　ただし，「働きすぎ」と称されるような過剰な
労働は，幸福感にもマイナスの影響を与えている
可能性がある点は注意が必要である。OECD 諸
国の「年間 1 人当たりの労働時間」を比較した場
合，日本は 2008 年で 1772 時間であり，OECD

諸国平均の 1764 時間よりやや高い値になってい
る。また，韓国やギリシャの年間労働時間が，そ
れぞれ 2256，2120 時間と高いのに対し，オラン
ダ，ノルウェーは，それぞれ 1389 時間，1422 時
間と低い傾向にある。ここでの数値と図 1 の
SWB を比較すると，平均的な労働時間が長い国
の方が，幸福度が低いという傾向が読み取れる。
なお，「ディーセントワーク（適正な仕事）」とい
う考え方に基づき，労働時間などの雇用条件，労
働者の権利などの複数の指標にしたがって仕事の
質を測定した Ghai（2003）の分析によると，日本
は OECD22 カ国（当時）中 15 位であった。
　無論，国民全体の幸福度を決める要因は，労働
時間以外にも多数考えられ，ここでの単純な結果
の解釈には注意が必要である。しかしながら，労
働のあり方や質が重要である点は，労働と幸福と
の関係を検証したこれまでの先行研究からも示さ
れる強調されるべき事実である。
　また，労働者の内面的な動機の重要性が Frey 
and Stutzer（2002）で指摘されているように，仕
事の満足度や幸福度そのものが生産性にプラスに
働く側面も重要である。さらに，参鍋・齋藤（2008）
は，企業内の賃金格差が被雇用者の仕事満足度や
各企業の業績に与える影響を分析し，過度の賃金
格差の存在は，労働者の仕事満足度や企業業績に
負の影響を与える可能性を指摘している。
　地域の雇用環境や職場の労働環境の改善，ある
いは人的資源管理の見直しが人々の幸福に与える
影響を分析する幸福度研究の試みは，労働者がよ
り高い生産性を発揮して効果的な財・サービスを

表 2　労働者に適用される諸制度の格差
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度
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格

正
社
員
へ
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換
制
度

　
正社員 … … … 21.7 64.5 32.2 78.5 35.9 48.4 25.9 61.4 …

契約社員 71.3 68.9 67.0   8.2 16.2 18.4 50.7 47.4 46.0 27.0 24.2 46.6

嘱託社員 74.9 73.0 70.4   9.1 12.0 24.0 53.4 48.0 37.3 16.8   9.2   9.0

出向社員 34.5 33.7 33.2 10.5 21.5 15.1 27.7 41.8 43.2 20.8 27.0 …

派遣労働者 … … … … … … … 23.5 28.8   6.7 … …

臨時的雇用者 15.0 13.4 12.5   0.2   1.9   1.0   9.0   8.9 13.5   3.5   5.1 24.1

パートタイム労働者 55.5 38.5 34.6   1.8   6.8   7.4 33.6 22.3 26.6   8.7 16.4 33.1

出所：厚生労働省『平成 19 年就業形態の多様化に関する総合実態調査　統計表』より作成。
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供給するための有効な処方箋を与える可能性を秘
めている。

Ⅳ　お わ り に

　本稿では，健康，対人関係，相対所得，地域，
労働といった様々な指標を切り口として，人々の
幸福度，あるいは生活満足度に影響をもたらす要
因について考察を行ってきた。家族や隣人などの
対人関係が幸福に与える影響は非常に大きい点が
多数の先行研究で示されており，未婚・晩婚化や
単身世帯の増加の進捗，あるいは地域におけるコ
ミュニティの希薄化が進むわが国に重要な示唆を
与えている。
　また，雇用環境や所得分配に示されるように，
地域の生活環境における格差の改善が，全体とし
て人々の幸福水準を高めることにもつながる可能
性を示す研究例も見られている。そして，個人の
働き方や生活スタイルも幸福と密接な関わりを持
つ。
　Frank（2005）は，多くの人間が金銭的・物質
的領域に偏った時間配分を行っていることが幸福
感の低迷をもたらしているとする興味深い主張を
展開している。これまでの先行研究が示唆するよ
うに，人々は自身の健康や家族・地域とのつなが
りを充実させることで高い幸福感を得ることが出
来る。これらの非金銭的な領域から得られる幸福
は持続性が強いものであるが，多くの人々は，
hedonic adaptation などの作用に対する認知上の歪
みから，財や富の拡大など幸福の持続性の弱い対
象── conspicuous  goods の獲得に時間を過大に
使おうとする傾向があり，結果的に非効率な時間
配分を行っている側面がある。
　わが国は，戦後に奇跡的な経済復興を成し遂
げ，国際比較を通じれば経済面で成熟した先進国
の一つといえるが，現在は，雇用の二極化，貧困
の拡大，高い自殺率，世代間を通じた格差の移転
などの様々な問題が議論される社会となってい
る。
　近年の日本の実情は，上記の Frank（2005）の
指摘に見られるように，労働のあり方，余暇の過
ごし方，公共政策のあり方などの見直しにより，

より効率的な時間配分を人々が行うことが可能と
なるような社会に向けて仕組みが整えられること
の必要性を物語る。
　また，アマルティア・センが，幸福・福祉を達
成するための自由や手段を人々がどの程度有して
いるかに目を向けた幸福度指標の作成を提唱した
ように，「主観的な幸福感」の指標のみならず，
一定の基準に基づいた「客観的幸福度」の指標を
作成し，その推移と要因についての検証を深める
事も，持続的な幸福の達成に向けた重要な方策の
一つといえる（Sen 1985，1999）。
　近年のわが国では，内閣府で「新成長戦略『元
気な日本』復活のシナリオ」が策定され，幸福度
に直結する次世代の社会システムを構築する事の
必要性を国として提唱している。そして，各国の
政府および国際機関と連携して，新しい成長およ
び幸福度について調査研究を推進し，関連指標の
統計の整備と充実を図る」事を提言するにいたっ
ている13）。
　世界を見渡すと，フランスのサルコジ大統領の
イニシアティブによって設立され，アマルティ
ア・センやジョセフ・スティグリッツが委員会メ
ンバーとなっている CMEPSP（Commission on the 
Measurement  of  Economic  Performance  and  Social 
Progress）の活動に見られるように，国民の幸せ
や満足度を計測し，政策に反映させていこうとい
う動きが各国で生じており，幸福度研究は新たな
ステージに入ったということができよう。これま
でに論じてきたように，優れた幸福度研究は，よ
り望ましい社会の構築に向けた重要な知見を提供
するものである。わが国でも，専門的知識を結集
し，様々な分野の垣根をこえて幸福のメカニズム
のさらなる解明に向けた取り組みが為されること
が期待される。

1）　「新厚生経済学」の生みの親の一人であるライオネル・ロビ
ンスは，複数の個人の集合から成る社会の厚生（welfare）の
最大化を考える「厚生経済学」の前提となっていた個人間及
び異時点間の効用比較は可能とする A. C. ピグーの立場に異
議を唱え，序数的効用に基づく選好指標を重視する立場を
とった（Robbins 1932）。

2）　Frey and Stutzer（2002：31）。
3）　例えば，Campbell, Converse and Rogers（1976）にしたが

えば，「生活満足度」は生活全般に対する自身の願望と現状の
自分が置かれている位置との距離を表す指標とみなされる。
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一方，Bradburn（1969）は，「幸福」を人間が持つ様々な肯
定的（positive）な感情と否定的（negative）な感情を集約し
たものとして捉えている。詳細は，Bruni  and Porta（2005）
の Introduction を参照されたい。

4）　General  Social  Survey（GSS）は，シカゴ大学のナショナ
ル・オピニオン・リサーチセンターが実施している大規模な
社会調査である。1972 年に開始され，現在は 1 年おきに実
施されており，2010 年の調査では，28 カ国から成る約 5 万
5000 人のサンプルが集められている。

5）　生活満足度の決定要因として，「親との比較」や「他者との
比較」「将来への期待」「自分自身の希望とのギャップ」など
の様々な「相対的要因」が影響を与えているとの仮説を提示
し，検証を行った分析例として浦川・松浦（2007b）がある。
希望と幸福との関係についての考察は , 玄田（2010）が詳しい。

6）　Frey and Stutzer（2002）にも同様のサーベイがある。
7）　アメリカのデータとして，The United States General Social 

Survey（1972～1996），西ヨーロッパ諸国のデータとして，
The Euro-barometer Survey Series（1975～1992）が用いら
れている。

8）　小塩（2009：95）。
9）　Frey and Stutzer（2002：153）。

10）  推定結果の詳細については，橘木・浦川（2011）を参照さ
れたい。

11）  Diener and Seligman（2004）には，労働者の仕事内容と幸
福感との関係を実証した一連の研究成果のサーベイが手際よ
くまとめられている。

12）  Frey and Stutzer（2002：146）。
13）  首相官邸 HP「新成長戦略『元気な日本』復活のシナリオ」
（第 4 章）を参照。

    http://www.kantei.go.jp/jp/sinseichousenryaku/sinseichou01.pdf
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